
(単位 円)

本　年　度　末 前　年　度　末 増　 　減

50,717,399,440 50,341,358,312 376,041,128

24,927,439,401 25,292,146,784 364,707,383△

10,814,714,625 10,814,714,625 0

12,006,070,566 12,276,897,670 270,827,104△

221,147,186 260,409,047 39,261,861△

390,589,011 462,151,985 71,562,974△

106,468,957 108,292,862 1,823,905△

1,360,378,201 1,356,639,160 3,739,041

28,070,855 13,041,435 15,029,420

25,772,933,339 25,027,184,828 745,748,511

1,000,000,000 1,000,000,000 0

800,000,000 810,000,000 10,000,000△

20,596,659,232 20,196,533,420 400,125,812

839,820,491 776,771,766 63,048,725

2,366,861,500 2,166,724,000 200,137,500

162,000,000 69,000,000 93,000,000

7,592,116 8,155,642 563,526△

17,026,700 22,026,700 5,000,000△

2,026,700 2,026,700 0

15,000,000 20,000,000 5,000,000△

2,016,836,601 1,870,463,601 146,373,000

1,689,534,288 1,696,334,025 6,799,737△

271,856,221 96,807,767 175,048,454

54,749,714 76,618,854 21,869,140△

696,378 702,955 6,577△

52,734,236,041 52,211,821,913 522,414,128

現 金 預 金

前 払 金

仮 払 金

資 産 の 部 合 計

電 話 加 入 権

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他 の 固 定 資 産

教育研究充実引当特定資産

減価償却引当 特定 資産

建 物

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

高校・中学教育振興引当特定資産

未 収 入 金

高校・中学奨学金引当特定資産

権 利 金

流 動 資 産

貸　　借　　対　　照　　表
令和7年3月31日

資 産 の 部

科 目

退職給与引当 特定 資産

第３号基本金引当特定資産

管 理 用 機 器 備 品

特 定 資 産

図 書

車 両

設備購入引当 特定 資産



本　年　度　末 前　年　度　末 増　 　減

1,489,760,556 1,494,533,402 4,772,846△

1,489,760,556 1,494,533,402 4,772,846△

627,159,763 688,741,707 61,581,944△

81,206,135 94,927,844 13,721,709△

440,470,000 497,115,000 56,645,000△

105,483,628 96,698,863 8,784,765

2,116,920,319 2,183,275,109 66,354,790△

本　年　度　末 前　年　度　末 増　 　減

46,694,254,300 46,636,837,951 57,416,349

45,386,254,300 45,328,837,951 57,416,349

1,000,000,000 1,000,000,000 0

308,000,000 308,000,000 0

3,923,061,422 3,391,708,853 531,352,569

3,923,061,422 3,391,708,853 531,352,569

50,617,315,722 50,028,546,804 588,768,918

52,734,236,041 52,211,821,913 522,414,128

負 債 の 部

科 目

退 職 給 与 引 当 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

繰 越 収 支 差 額

前 受 金

固 定 負 債

流 動 負 債

第 ４ 号 基 本 金

科 目

基 本 金

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部

未 払 金

第 １ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金

預 り 金



1.重要な会計方針

引当金の計上基準

徴収不能引当金

…

退職給与引当金

…

その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

… 移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

… 仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

… 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更等

3.減価償却額の累計額の合計額 円

4.徴収不能引当金の合計額 円

5.担保に供されている資産の種類及び額

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1)有価証券の時価情報

①総括表 (単位　円)

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

時価のない有価証券

有価証券合計

19,819,908,000

△ 1,065,523,837

合　　計

(うち満期保有目的の債券)

20,885,431,837

(うち満期保有目的の債券) 19,819,908,00020,885,431,837

△ 1,065,523,837

0

190,000

0

該当なし

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

19,785,431,837

18,719,718,000

△ 1,065,713,837

(うち満期保有目的の債券)

19,785,431,837

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当年度(令和7年3月31日)

1,100,190,000

1,100,190,000

差　額時　価

1,100,000,000

貸借対照表計上額

1,100,000,000

18,719,718,000

△ 1,065,713,837

190,000

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

1,143,212,190円の100%を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交

教育振興会からの交付金相当額を控除した金額を計上している。

20,661,077,323

退職金の支給に備えるため、学校法人及び大学部門については、期末要支給額

付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。また、高等学校及び

中学校部門については、期末要支給額686,136,250円の100%を基にして、沖縄県私学

該当なし

-

20,885,431,837



②明細表 (単位　円)

時価のない有価証券

有価証券合計

①平成21年4月1日以降に開始したリース取引
未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 円 円

管理用機器備品 円 円

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引
該当なし

種　　類

22,114,620

△ 1,065,523,837

リ ー ス 料 総 額

　債　券 20,885,431,837

- -

20,885,431,837

-

-

合　　計 20,885,431,837 19,819,908,000

19,819,908,000 △ 1,065,523,837

リース物件の種類

5,827,800

11,587,213

4,095,630

(2)通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナ
ンス･リース取引

-

　株　式

　貸付信託

　その他

-

　投資信託 - -

- - -

- -

当年度(令和7年3月31日)

貸借対照表計上額 時　価 差　額




